
目標年度

都道府県別人口一人当たり税収額の比較は、税源の偏在性を示す一つ
の目安となるため、指標として設定。
※ただし、景気の変動等、他の要因の影響を受ける可能性がある。

【参考】
（平成23年度決算）最大値／最小値　2.5倍
（平成22年度決算）最大値／最小値　2.6倍

住民自治の確立に向けた地方税制
度改革を実施すること

28年度

税負担軽減措置等を見直すことは、住民自治の確立に向けた地方税制
度改革につながると考えられるため、指標として設定。

【参考】
（平成25年度税制改正）62項目を見直し（うち16項目を廃止・縮減）
（平成24年度税制改正）46項目を見直し（うち15項目を廃止・縮減）

5

地方税における税負担軽減
措置等のうち、特定の政策
目的のために税負担の軽減
等を行う「政策減税措置」
の項目数

54項目を見直し
（うち3項目を廃
止・縮減）

25年度

引き続き見直しを
行い、適用僅少の
特例等につき廃
止・縮減を実施。

28年度

地方税制度の「自主的な判断」と「執行の責任」を拡大する方向で取
り組むことは、住民自治の確立に向けた地方税制度改革につながると
考えられるため、指標として設定。（「地域決定型地方税制特例措
置」とは、国が一律に定めていた特例措置の内容を地方団体が自主的
に判断し、条例で決定できるようにする仕組み）

【参考】
（平成25年度税制改正における導入数）１項目
（平成24年度税制改正における導入数）２項目

4

地方税制度の「自主的な判
断」と「執行の責任」を拡
大する方向で改革するため
の取組

地域決定型地方税
制特例措置既存導
入数  9項目

25年度

引き続き検討を行
い、成案を得たも
のから速やかに実
施。

― ― ―

地方税を充実し、税源の偏在性が
少なく、税収が安定的な地方税体
系を構築すること

3
地方税の都道府県別人口一
人当たり税収額の最大値と
最小値の比較

最大値／最小値
2.5倍
（平成24年度決
算）

25年度
税源の偏在性が少
ない地方税体系を
構築する。

28年度

28年度2
歳入総額に占める地方税の
割合

地方税の割合
34.5％
(平成24年度決算)

25年度

地方税を拡充し、
歳入総額に占める
地方税の割合を拡
充する。

28年度1 国・地方間の税源配分比率

国：地方
＝58.2：41.8
（平成24年度決
算）

25年度

地方が自由に使え
る財源を拡充する
観点から、国と地
方の税源配分の在
り方を見直す。

税源の偏在性が少ない地方税体系を構築する。

引き続き検討を行い、成案を得たものから速やかに実
施。

引き続き見直しを行い、適用僅少の特例等につき廃止・
縮減を実施。

―

― ― ―

―

地方税の充実や国と地方の税源配分の在り方の見直しによって、地方
への税源配分比率が高まることとなるため、指標として設定。
※ただし、景気の変動等、他の要因の影響を受ける可能性がある。

【参考】
（平成23年度決算）国：地方＝57.4：42.6
（平成22年度決算）国：地方＝56.5：43.5

地方税を充実させ、税収が安定的な地方税体系を構築することによっ
て、歳入総額に占める割合が増加するため、指標として設定。
※ただし、景気の変動等、他の要因の影響を受ける可能性がある。

【参考】
（平成23年度決算）34.1％
（平成22年度決算）35.2％

―――

― ― ―

地方が自由に使える財源を拡充する観点から、国と地方
の税源配分の在り方を見直す。

地方税を拡充し、歳入総額に占める地方税の割合を拡充
する。

―

平成29年８月

施策目標 測定指標 基準（値） 目標（値）

年度ごとの目標（値）

28年度27年度26年度

測定指標の選定理由及び目標（値）（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績（値）

基準年度

基本目標【達成すべき目標及び目標
設定の考え方・根拠】

分権型社会を推進するための税制を構築する。
政策評価実施

予定時期

平成26年度主要な政策に係る政策評価の事前分析表

政策（※１）名 政策６：分権型社会を担う地方税制度の構築

担当部局課室名
自治税務局企画課
他５課室

作成責任者名
自治税務局企画課長
濱田　省司

政策の概要
分権型社会を推進する中で、地方がその役割を十分に果たすため、地方税を充実し、税源の偏在性が少なく、税
収が安定的な地方税体系を構築する。また、住民自治の確立に向けた地方税制度改革を行う。

分野【政策体系上
の位置付け】

地方行財政

（総務省２６－⑥） 



※１　政策とは、「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン」（平成25年12月20日政策評価各府省連絡会議了承）に基づく別紙１の様式における施策に該当。

※２　前年度繰越し、翌年度繰越しの他、移流用増減、予備費での措置等を含む。

※３　測定指標は施策目標の達成状況が端的に分かる指標を選定しており、必ずしも達成手段と関連しないため「―」となることがある。

※４　達成手段の概要及び平成26年度における成果指標等を記載。

政策の予算額・執行額
35百万円
(28百万円)

37百万円 35百万円
政策に関係する内閣の重要政
策（施政方針演説等のうち主
なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（抜粋）

平成26年度税制改
正の大綱（閣議決
定）

平成25年12月
24日

現下の経済情勢等を踏まえ、デフレ脱却・経済再生に向け、「消費税率
及び地方消費税率の引上げとそれに伴う対応について」（平成25 年10
月１日閣議決定）において決定した投資減税措置等や所得拡大促進
税制の拡充に加え、復興特別法人税の１年前倒しでの廃止、民間投資
と消費の拡大、地域経済の活性化等のための税制上の措置を講ず
る。

・税制調査会で決定した税制改正大綱に基づき、地方税法改正案を作成
・毎年度の税制改正等に向けて、税制調査会における審議等への対応
・地方税に関する調査、資料の作成
・地方税負担軽減措置等の整理　等

【活動指標（アウトプット）】
地方税法の一部を改正する法律案
【成果指標（アウトカム）】
国・地方間の税源配分比率　等

0022(1) 地方税制度の整備に必要な経費
35百万円
(28百万円)

37百万円 35百万円 1～5

達成手段
（開始年度）

関連する
指標

達成手段の概要等
平成26年行政事業
レビュー事業番号

24年度 25年度 26年度

予算額（執行額） （※２） 

（※３） 
（※４） 
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